
この通信がご不要な方は、お手数ですが弊社までご連絡ください。

人事・労務相談から監査まで、企業の立場に立ってアドバイスをする独立系人事・労務コンサルティング会社

2017年 9月20日 ［226号］ （毎月2回発行）

社会保険労務士法人ヒューマン・プライム
株式会社ヒューマン・プライム
東京都中央区日本橋人形町1-18-9
ATビル5F　〒103-0013
TEL.03-5695-7700　FAX.03-5623-2052
MAIL. info@humanprime.co.jp

ヒューマン・プライム通信

ご不明な点がございましたら、ヒューマン･プライムまでお問い合わせください。 ℡.03-5695-7700

業務の質的負荷を重視した労災認定
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厚生年金保険料率が9月分 (10月納付分 ) より変更

一般･坑内員･船員の保険料率とも同一の18.3％に。

　今回のヒューマン・プライム
通信では残業時間だけではな
く、業務の質による負荷により
労災認定となった裁判の記事を
ピックアップしました。そもそ
も過労死と、労災認定になる認
定基準は3点あります。

　今回の記事では死亡前６ヶ月
間の月平均時間外労働は 56 時
間で、評価の目安で業務と発症
の関連性が強いと認められる
６ヶ月間の平均時間外労働 80
時間には満たない時間数でも労
災認定となる裁判例が紹介され
ています。
　過労死での労災認定では記事
にもある通り、労働時間の量に
重きが置かれる傾向があります
が、今回の裁判では大口取引先
のクレーム対応や複数回の出張
が短期間にあったことから、業
務内容の負担も総合的に評価を
されての労災不支給の取消しと
なりました。
　この判決から長時間労働だけ
ではなく、業務内容の負担に対
する配慮も今後重要となってく
る判決となったのではないで
しょうか。

1. 異常な出来事

2. 短期間の過重業務

3. 長期間の過重業務

一般:18.182％

坑内員･船員:18.184％
一般･坑内員･船員

18.3％


